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正味財産の部合計

財務諸表に関する特徴的事項等

〇行政費用では物件費の割合が高く、主に小中学校や幼稚園・こども園の維持管理費が占めている。
〇令和７年度から保護者負担軽減事業を開始したことより補助費等は増、扶助費は減となった。
〇行政収入の都支出金の増加は、区立幼稚園における預かり教育の拡充による利用者の増と保護者負担軽減事業に係る物価高騰
対応重点支援地方創生臨時交付金によるものである。
〇行政収入のその他は、幼稚園の就園管理システム標準化に係る補助金、ワールドスクール参加者負担金の受入れである。

資産の部合計 89,183 94,898 5,715 負債及び正味財産の部合計 89,183 94,898 5,715
その他の固定資産 79,731 85,874 6,143 55,112 56,086 974

55,112 56,086 974建設仮勘定 0 0 0 正味財産
4,741無形固定資産 0 0 0 負債の部合計 34,071 38,812

工作物等減価償却累計額 0 0 0 その他の固定負債 0 0 0
21,955 23,285 1,330工作物等 0 0 0 退職給与引当金

0建物減価償却累計額 0 0 0 特別区債 0 0
建物 0 0 0 固定負債 21,955 23,285
土地 0 0 0 その他の流動負債 0 3

賞与引当金 12,116 15,524 3,408
3
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有形固定資産 0 0 0
0その他の流動資産 1,116 906 ▲ 210 特別区債 0 0

不納欠損引当金 0 0 0 還付未済金 0 0 0

流

動
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収入未済 8,336 8,118 ▲ 218 流動負債 12,116 15,527 3,411
7年度 差額
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勘定科目 6年度 7年度 差額 勘定科目 6年度
特別収支差額(f)-(g)=(h) ▲ 45 0 45 当期収支差額(e)+(h) ▲ 1,782,767 ▲ 2,195,596 ▲ 412,829

0 0 0特別費用(g) 45 0 ▲ 45 特別収入(f)
▲ 412,874行政費用合計(b) 1,863,509 2,329,239 465,730 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 1,782,722 ▲ 2,195,596

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0 0 0
▲ 1,782,722 ▲ 2,195,596 ▲ 412,874賞与・退職給与引当金繰入額 17,671 27,013 9,342 行政収支差額(a)-(b)=(c)

52,856不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 80,787
減価償却費 0 310 310 その他 1,581
補助費等 13,214 255,271 242,057 使用料及び手数料 1,307 2,004
扶助費 112,348 75,782 ▲ 36,566 分担金及び負担金 0 0 0
維持補修費 0 10,987 10,987 都支出金 71,333 120,269 48,936
物件費 998,653 1,055,126 56,473 国庫支出金 6,566 8,560 1,994行

政
収
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地方税等 0 0 0

697
2,810 1,229

133,643
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給与関係費 721,623 904,750 183,127
行
政
コ
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ト
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勘定科目 6年度 7年度 差額 勘定科目 6年度 7年度 差額

小中学校入学者数（人） 2,547 2.248 2,341 2,483 － 小学校入学者数＋中学校入学者数

70 在籍園児数／定員数入園率（％） 37 41 49 52

他区への区域外就学率（中学校）
（％）

1.8 1.6 2.6 1.6 － 区域外就学者数／学齢簿数

区内就学率（中学校）（％） 65.4 67.7 63.9 66.2 － 入学者数／学齢簿数

－ 入学者数／学齢簿数区内就学率（小学校）（％） 92.3 92.0 92.6 89.6

5年度 6年度 7年度
8年度
見込み

目標値
(8年度)

施策の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

子育て・教育環境の充実 3.55 3.55 3.50
お住まいの地域における子育て・教育に関する事業・サービス・施設など（提供している

のが、民間か行政かを問わず）が充実していると思いますか？

指
　
　
　
　
標

幸福実感指標名
指標の推移

指標に関する質問文
5年度 6年度 7年度

政策 04 心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成

　区立小中学校・幼稚園における教育活動を円滑に運営するとともに、地域や保護者の期待に応えられる学校
づくりを支援する。

関連部課名 教育委員会事務局教育総務課・指導室・教育センター、子ども家庭部子育て支援課

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

課長名 町田 内線 3330

施策分析シート（令和8年度）

施策名 小中学校・幼稚園の運営 施策No 04-07
部課名 教育委員会事務局学務課
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推進 推進
　義務教育の実施は自治体の基本的な責務であり、その根幹である小中学校
の運営や就学前の幼児教育の充実は、社会の変化に対応しながら着実に推進
する必要がある。

今
後
の
方
向
性

〇社会状況の変化や学校・児童生徒・保護者の動向を注視し、教材教具・特別支援教育・就学
援助・ＩＣＴ機器等の学習環境について、充実を図る。
〇学級編制基準及び「区立幼稚園の方向性について」に基づき、適切な区立幼稚園の運営を図る。
〇特別支援教育の意義や就学相談の必要性を就学前機関や保護者と共有し、就学先判断の過程を丁寧に伝える
中で、特別な支援を必要とする児童生徒の適正就学を図る。
〇特別な支援を必要とする幼児児童生徒への適切な指導支援の方法を、特別支援教育支援員等への研修を通し
て周知し、各校の実態に即した適正配置を引き続き行う。

施策の分類
分類についての説明・意見等

8年度 9年度

現
状

〇区立小中学校の区内就学率は、令和8年度で小学校は89.6％、中学校は66.2％であり、過去3か年平均は小学
校91.4％、中学校で65.9％ある。
〇区立幼稚園の入園率は、令和8年度で52％であり、過去3か年平均は47％である。
〇令和4年度「区立幼稚園の方向性について」を公表。
〇区立幼稚園入園募集において、学級編制基準を満たさず募集を中止した園が令和5年度は4園、令和6年度は3
園あった。
〇令和6年度末に3園が閉園。
〇就学相談の件数、特別支援学級の在籍人数、特別支援教室の通室人数共に年々増加している。
〇令和7年度から区立幼稚園の預かり教育を計4園に拡充して実施した。

課
題

〇児童生徒数の増加による対応等、適切な学習環境を確保していく必要がある。
〇就学相談件数の増加に加え相談内容の多様化により、就学先の最終決定まで時間を要する。就学相談委員会
の判断と、実際の就学先が異なるケースが一定数ある。
〇特別な支援を必要とする児童生徒の家庭環境、障がい種別、発達特性などが一人ひとり異なるため、個々に
応じた指導支援が重要であり、特別支援教育支援員等の育成と適正配置が求められている。

施策の現状・課題・今後の方向性



推進

　幼児教育の重要性の観点から
も、本事業の必要性は高い。令
和7年度から預かり教育を計4園
に拡充して実施している。また
「区立幼稚園の方向性につい
て」に基づき事業を推進する。

推進 推進

　教育基本法にも定められてお
り、教育機会の確保及び義務教
育の円滑な実施を図るため必要
な支援である。

幼稚園管理運営費 13-03-35 62,872 82,922 55,818 73,554 推進

就学援助費（就学奨励費を含
む）

13-03-23 119,372 80,039 112,348 75,782

　学校教育を補完・充実する事
業として今後も実施する必要が
ある。

学校行事（中学校） 13-03-16 21,700 21,211 15,553 16,420 推進 推進
　学校教育を補完・充実する事
業として今後も実施する必要が
ある。

推進
　中学校運営の基本的な経費を
確保するものであり、必要度は
高い。

学校行事（小学校） 13-03-15 19,348 18,536 13,641 13,217 推進 推進

推進 推進
　小学校運営の基本的な経費を
確保するものであり、必要度は
高い。

中学校管理運営費 13-03-09 253,548 363,502 245,294 352,435 推進

小学校管理運営費 13-03-08 575,323 756,919 567,070 745,852

　経済的な理由で修学が困難な
者に対する支援制度として、引
き続き実施する必要がある。

教職員健康診断 13-03-06 19,704 21,680 17,070 17,423 継続 継続
　学校保健安全法により実施す
る義務がある。

継続

　事業を通じて親睦を深めるこ
とにより、教職員の公務の効率
性の向上に寄与することから、
引き続き、区互助会との均衡を
図り、財政状況に見合った事業
を実施する。

奨学資金貸付金 13-03-05 5,560 5,654 3,991 4,334 継続 継続

継続 継続

　地域に開かれた学校として円
滑な関係を構築するため必要な
経費であり、今後とも適正な執
行に努める。

教職員互助会補助 13-01-08 4,237 4,432 3,866 3,981 継続

学校交際費 13-01-06 3,472 3,839 2,729 2,938

分類についての説明・意見等

6年度 7年度 6年度 7年度 8年度 9年度

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業

No

行政費用（千円） 決算額（千円）
施策推進のため

の分類



合　計 1,863,507 2,329,238 1,777,060 2,256,752

　障がい等による学習上及び学
校(園)生活上の困難を克服する
ために、必要な教育環境の整備
や教育内容の充実を図ることは
大変に重要であり、優先度は極
めて高いため、重点的に推進す
る。

継続
　学校教育を補完・充実する事
業として引き続き実施する必要
がある。

特別支援教育の推進 13-05-01 640,176 822,437 612,630 816,509
重点的
に推進

重点的
に推進

推進 推進
　各校で伝統文化教育を継続で
きるよう、引き続き事業を推進
していく。

教育事業費 13-03-38 14,887 15,306 8,740 8,920 継続

122,514 継続
休止・
完了

　幼稚園需要及び保育園需要に
適切に対応する必要があった
が、需要の変動等を踏まえ策定
した「区立幼稚園の方向性につ
いて」に基づき、令和８年度末
をもって、幼保一元化施設とし
ての運営を終了する。

伝統文化教育の環境整備 13-03-37 2,947 2,979 2,860 2,873

7年度 6年度 7年度 8年度 9年度

こども園管理運営費 13-03-36 120,361 129,782 115,450

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業

No

行政費用（千円） 決算額（千円）
施策推進のため

の分類
分類についての説明・意見等

6年度


